
Ｈ17

Ｈ17

Ｈ19

指標の基準値の定義 目標値の考え方（根拠）

住宅用太陽光発電設備設置補助に
よるＣＯ２排出削減量

基準値

平成17年度における住宅用太陽光発電設備設置補助の対
象となった太陽電池の最大出力の合計(ｋW)をＣＯ２排出量

に換算
H17  464.6(kW)×0.339=157.5(kg-CO2)

参考：Ｈ16  100.8kg-CO2  Ｈ18  168.7kg-CO2

市内全ての浄化槽基数の内、合併処理浄化槽の基数
（合併処理浄化槽の基数÷市内全ての浄化槽基数）×100

環境マネジメントシステムにおいて環境負荷の低減に有効
な取組として評価された件数(件)(Ｈ19～)

更なる導入促進を図るため指標を件数から
太陽光発電によるＣＯ２排出削減量に変更

し、基準値である17年度157.5kgの10％増で
ある173.3kgを毎年度の目標値とする。

平成19年度（決算）

1,981,987 59,912

158,183

事業費/
人員

指標１
（単位：㎏）

事業費/
人員

指標２
（単位：％）

事業費/
人員

22 26 31 3722

173.3

45.0 50.0 52.0

目標値

173.3173.3

23.7

167.4

目標値 実績値 実績値実績値 目標値 目標値

水質汚濁の防止に効果的な合併処理浄化
槽の普及率を伸ばす。

基準値である22件を毎年度２０％ずつ増加
させる。

40.0

157.5 173.3

施　策　名

政策名（章）

基本施策名（節名）

施策コード

評価担当局

施策所管課

基本目標

   地球温暖化防止対策を推進するとともに、大量消費・大量廃棄型の生活スタイルを見直し、資源・エネルギーの有効利用の普及・促
進や市民意識の啓発、河川の水質浄化など良好な水環境の保全に努め、地球環境の保全に向け、環境への負荷の低減を進める。
   資源・エネルギーの有効利用のため、太陽光発電設備等の設置費の一部に対する助成、生活排水による河川の水質汚濁を防止す
るため合併処理浄化槽の設置費の一部に対する助成などの施策を実施して環境負荷の低減を進めるとともに、ＩＳＯ14001環境マネジ
メントシステムの推進により、市も一事業者として自らの事業活動に伴う環境負荷の低減に努めている。
   また、本市の自然的・社会的諸条件を踏まえた新エネルギーの導入促進を図るとともに、地球温暖化防止に関する意識啓発のため
の取組を進める。

２　事業費・人員      　　　　　　　　　　　　     （単位：千円）

年度 増減の主な理由

３　成果・活動指標

平成17年度（決算）

市民一人あたりの
事業費（単位：円）

合計

事業費

人件費

指標名

2,140,170

＊人件費は、職員一人あたり　Ｈ17：805万円、Ｈ19：805万円として算定。人口は、66.7万人（Ｈ18.4.1現在）、70.6万人（Ｈ20.4.1現在）とした。

再掲事業の整理に伴う減

2,972 85

59,912

21120

環境経済局

環境対策課

１　施策の目的・概要（目的はわかりやすく記入）

森  多可示課長名

指標４

指標３

ゆとりある　みどり豊かな環境共生都市をめざして

第１章　人と自然にやさしい地域社会をつくります

第１節　地球環境の保全に向けた取り組み

環境負荷の低減を進めるしくみづくり

合併処理浄化槽普及率

環境マネジメントシステムの取組にお
ける評価件数

指標２

指標１

指標５

基準年
H22

実績値

H19 H20 H21

23.6

指標５
（単位：％）

22指標３
（単位：件）

事業費/
人員

指標４
（単位：％）

◆総合計画における位置付け等 平成20年6月　日記入

平成20年度　施策評価シート

事業費/
人員



4　2　1

前回（Ｈ18）評価結果との比較分析

自然エネルギーの有効活用を図る住宅用太陽光発電設備の普及促進は、環境
負荷の低減を進める上で高い効果が期待されている。
市の補助事業により設置された太陽光発電設備によるＣＯ２排出削減量は、目標

値である１７３kgに対して、平成１８年が１６８kg、１９年は１６７kgとおおむね達成
しており、地球温暖化対策としてのＣＯ２削減に寄与している。

4　2　1

合計

１次評価

Ａ

２次評価市民にわかりやすい指標設定を行う必要がある。
評価にあたり、優先すべき指標を再検討する必要がある。
⇒有効性の評価を、指標２「合併処理浄化槽普及率」から指標１「住宅用太陽光発電設備設置補助によるＣＯ２排
出削減量」へ評価指標を変更したことにより、１次評価は「Ｂ」⇒「Ａ」に変更した。

6
評価結果に基づく区分（２項目の合計点数による）

　Ａ（6点以上）　　Ｂ（5点・4点）　　Ｃ（3点以下）

７　２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

Ａ

６　課題と解決策（現状または、評価結果から）

市民満足度調査
により市民ニーズ
を把握し、市民の
立場に立って事業
展開している

評価基準・
着眼点

評価点

4　2　1

4　2　1

４　市民満足度調査結果（平成20年度実施分）
○この施策の満足度は3.329で121施策の中で22番目。
○重要度は4.276で11番目である。
○改善要望度は0.1881で26番目である。
○年齢別にみると、満足度は70歳以上で最も高く、50代で
最も低くなっている。重要度は30代で最も高く、70歳以上で
最も低くなっている。
○地区別にみると、満足度は北部で最も高く、津久井で最
も低くなっている。重要度は北部で最も高く、南部で最も低
くなっている。

各事業が果たす
施策に対する目
標の達成度合い
を把握し、効果の
高い事業を実施し
ている

視点の
種類

５　１次評価（２つの視点から評価を行う）

有効性

Ｈ18評価点

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

８　３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

３次評価

Ａ

課題
   現在策定中の環境基本計画の理念を踏まえ、地球温暖化対策に係るアクションプランとして、市域の自然
的・社会的条件に応じた温室効果ガスの排出抑制等のための具体的施策を定める新たな地方公共団体実行
計画の策定が必要である。

解決策

   平成21年度中から、地方公共団体実行計画協議会の設置を踏まえた新たな地方公共団体実行計画の策定
に取り組む。また、地域新エネルギー詳細ビジョンの策定の中で、より効果的な導入方策を検討する。
   合併処理浄化槽の普及については、水源環境保全・再生事業の活用による高度処理型の設置促進に引き
続き取り組む。

市民満
足度

環境負荷の低減を進めるしくみづくり

津久井

南部

西部 北部

70歳以上
60代

50代

40代

30代

20代

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

　　平均　3.178

低い　←　満足度　→　高い

高
い
　

←
　
重
要
度
　

→
　
低
い

平均　3.859



コード 21120

構成事務事業一覧

単位：千円

事務事業
担当課

構成事務事業
Ｈ19決算見込

（事業費）
Ｈ20予算
（事業費）

Ｈ21見込額
（事業費）

事業効果
の高い

指標番号

前回の
優先順位

Ｈ17人員
（人）

Ｈ17決算額
（事業費）

Ｈ１７合計
（人件費含む）

環境対策課
新エネルギー導入基本設計

策定経費
4,082 8,000 8,000 1 0

環境対策課
地球温暖化対策普及啓発事

業
0 1,200 1,200 1 0

環境対策課
エコライフ促進事業
環境家計簿事業

0 1,000 1,000 5 0.03 0 242

環境対策課
自然エネルギー等利用設備

補助設置促進事業
13,330 15,150 15,150 1 2 0.40 11,278 14,498

環境対策課 環境管理システム推進事業 4,996 2,651 2,651 3 1 3.00 1,998 26,148

管財課
庁用自動車購入費(低公害

車）
15,857 1,920 1,920 4 0.30 10,973 13,388

下水道管理課
合併処理浄化槽設置補助事

業
25,229 191,408 191,408 2 3 0.04 8,269 8,591

津久井建設課
集中浄化槽維持管理補助事

業
500 1,000 1,000

下水道管理課 雨水浸透施設設置助成事業 再掲 0.01 791 872

土木計画課
相模川流域下水道建設負担

金
再掲 0.07 475,774 476,338

下水道整備課
公共下水道　整備事業（補

助事業）[汚水対策分]
再掲 4.00 611,892 644,092

下水道整備課
公共下水道　測量設計等委
託　　　　　　　　[汚水対策分]

再掲 0.90 70,216 77,461

下水道整備課
公共下水道　整備事業面整

備事業[汚水対策分]
再掲 1.60 175,907 188,787

下水道整備課
公共下水道　整備事業その

他整備費[汚水対策分]
再掲 1.80 87,984 102,474

下水道管理課
公共下水道　整備事業その
他整備費（下水道管理課）

再掲 2.00 240,826 256,926

南土木事務所
公共下水道　整備事業その
他整備費（南土木事務所）

再掲 2.00 142,694 158,794

津久井建設課
公共下水道　整備事業その
他整備費（津久井建設課）

再掲 2.50 137,866 157,991

相模湖建設課
公共下水道　整備事業その
他整備費（相模湖建設課）

再掲 1.00 5,519 13,569

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

59,912 214,329 214,329 19.65 1,981,987 2,140,170

環境負荷の低減を進めるしくみづくり


